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要旨 

本研究は複数の IT サービス企業へのインタビューを通じて企業がどのように戦略的営業

組織を構築し，その際にどのような制約に直面するのかを把握することを目指す．従来の営

業組織の在り方には多様性があり，組織の在り方が異なれば顧客ニーズへのアプローチに

も違いが生じる．従って，自社と市場の将来を見据える長期的視点を持ち，どの顧客のどの

ニーズに着目すると今後の事業に大きな利益があるかを現場の知見に基づいて見極めると

いう目標は同じでも，それを実現する市場感知能力を備えた組織の実現には必ずしも 1 つ

の最適解が存在する訳ではないことが分かった．日本企業によく見られる営業による顧客

ごとのニーズの深掘りとユニークな価値創造が強みの場合には，営業が短期的で狭い視野

に囚われずに戦略的意思決定に関与できるようなサポートが必要である． 
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1. 導入 

Busness-to-Business（以下，B2B）事業においては，サプライヤー企業と顧客企業の間の

協創関係が重要であり（Chen, Li, & Arnold, 2013; Chen, Li, Evans, & Arnold, 2017; Chen, 

Arnold, & Tsai, 2021; La Rocca, Moscatelli, Perna, & Snehota, 2016; Petri & Jacob, 2016），個別

顧客のニーズに既存製品やサービスを適応させるためにはニーズの深い理解が必要であ

る．そのニーズへの対応が他の顧客への対応に適用可能であったり，未来の製品・サービ

スの創造に繋がったりすることがある．あらゆる顧客のニーズに対応することは困難で

あるため，多くの顧客に横展開ができる，また，未来の市場創造に繋がる可能性のある本

質的なニーズを感知する必要がある． 

横展開や未来の市場を創造する可能性のあるニーズを感知する能力は，「市場感知能力

（market sensing capability）」とされ，マーケティング分野で長く用いられてきた市場志向

性の概念を，組織の能力として発展させた概念として注目されている．また，このような

市場感知能力と組織の問題の関連を捉える際に「戦略的営業組織（strategic sales 

organization）」という概念が提唱されるようになっている（Keszey & Biemans, 2016; 

Kindstrom, Kowalkowski, & Alejandro, 2015; La Rocca et al., 2016; Piercy, 2010; Storbacka, Ryals, 

Davies, & Nenonen, 2009）．本研究の目的は，企業がどのように戦略的営業組織を構築し，

その際にどのような制約に直面するのかを把握することである． 

市場感知能力とは，自社のビジネスエコシステムから集めた情報に基づいて，将来の市

場の進化を予測し，新しい機会を発見する能力である（Mu, 2015）．この能力は，マーケ

ティングケイパビリティの 1 つとして Day（1994）が提示し，実証されてきたが，戦略的

営業研究によって営業組織と関連付けられた（e.g. Piercy & Lane, 2005; Piercy, 2010）．市

場感知能力によって，営業組織は市場・顧客との関わりを通じて得た知見を俯瞰的に解釈

し，新製品開発や顧客関係に関する戦略的意思決定に反映することができる． 

では，企業はこのような戦略的営業組織をどのように構築しているのだろうか．戦略的

営業組織を提唱しているのは欧米企業1を取り上げた研究である．日本企業では，単なる

販売活動に留まらない幅広い種類の活動を営業部門が担っており，マーケティング部門

よりも営業部門が強い影響力を持つ，あるいはマーケティング部門が存在しない場合が

あると言われている（石井・嶋口, 1995; 小林・南, 2004; 山下・福冨・福地・上原・佐々

木, 2012）．このように，日本の営業組織と営業組織研究は独自の発展を遂げており，欧米

の戦略的営業組織の議論とは必ずしも一致しない．また，戦略的営業に進化する前の営業

                             
1 欧米とひとまとめにしているが，戦略的営業についての先行研究が具体例の提示，事例

研究，定量的アンケート調査等のために用いた企業の国籍はアメリカ（LaForge, Ingram, & 
Cravens, 2009; Piercy, 2010; Piercy & Lane, 2005; Sheth & Sharma, 2008; Storbacka, 2012），イタ

リア（Balboni & Terho, 2016; La Rocca et al., 2016），オランダ（Storbacka, 2012），ドイツ

（LaForge et al., 2009; Storbacka, 2012），ハンガリー（Keszey & Biemans, 2016），ベルギー

（Storbacka, 2012），北欧（Kindstrom et al., 2015; Rollins, Bellenger, & Johnston, 2012）などで

あった． 
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組織とマーケティング組織に関して，様々なタイプが存在することが確認されている

（Biemans, Brencic, & Malshe, 2010; Homburg, Jensen, & Krohmer, 2008）．組織の在り方が異

なれば，顧客ニーズへのアプローチの仕方も異なるはずである． 

そこで，本研究では複数の企業へのインタビューを通じて企業がどのように戦略的営

業組織を構築し，その際にどのような制約に直面するのかを把握することを目指す．イン

タビューの対象としては，B2B の IT サービス業界を選択する．その理由は，IT サービス

業界の中には様々な国のルーツを持ち，異なる営業組織を比較できるような企業が同時

に存在しているからである． 

 本論文の構成は次の通りである．第 2節では本論文の鍵概念を説明する．次に，第 3節

でインタビューの実施概要，第 4節でインタビューの結果を整理する．第 5節では，イン

タビュー対象企業の中で日本の IT サービス企業である企業 A の事例を詳述し，それを踏

まえて第 6 節では考察を議論する．最後に，第 7 節で結論と今後の課題を述べて締め括

る． 

 

 

2. 理論的背景 

2.1 戦略的営業 

戦略的営業とは，戦略的意思決定に関与する営業組織のことである．戦略的意思決定と

は，企業または事業部の中長期的な戦略，顧客の取捨選択に関する戦略，どの提供物に注

力し，どの顧客を開発プロセスに関与させるかに関する戦略を策定する意思決定を意味

している． 

従来の営業組織は戦略策定ではなく戦略実行を担い，豊富な市場知識を持つものの，短

期志向で俯瞰的視点に欠ける傾向にあると指摘されてきた（Beverland, Steel, & Dapiran, 

2006; Homburg & Jensen, 2007; Rouziès et al., 2005）．このような従来の営業から戦略的営業

への進化の要因は，顧客の問題を解決するような価値創造を求められるようになり，効率

的・効果的に成果を出すために，顧客との関係を個別に捉えるのではなく，顧客リストの

中のひとつとして全体的に捉えて管理することを目指し始めたことである（Kindstrom et 

al., 2015; Piercy, 2010; Piercy & Lane, 2005; Sheth & Sharma, 2008）． 

従って戦略的営業研究は，営業組織が新製品・サービス開発と顧客関係管理の領域で事

業活動に貢献すると示している．具体的には，開発プロセスへの顧客関与の促進（de Jong, 

Verbeke, & Nijssen, 2014; Keszey & Biemans, 2016; La Rocca et al., 2016）と，投資すべき顧

客の取捨選択（Balboni & Terho, 2016; Marcos-Cuevas, Natti, Palo, & Ryals, 2014; Storbacka, 

2012）である．どちらの領域においても，橋渡し役として営業が企業内外での相互作用を

促進し，調整役として貢献することは共通している．営業が独自に生み出す市場・顧客に

ついてのインテリジェンスを戦略的意思決定に反映させるという点が，戦略的営業と従

来の営業の最も重要な違いである． 
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2.2 市場感知能力 

市場感知能力とは，自社のビジネスエコシステムから集めた情報に基づいて，将来の市

場の進化を予測し，新しい機会を発見する能力である（Mu, 2015）．最初に市場感知能力

を提示した Day（1994）は内部資源論に基づいて市場志向型企業に備わる学習能力である

と説明した．その後，この能力は内部資源論の限界に取り組んだダイナミックケイパビリ

ティ（Teece, Pisano, & Shuen, 1997; Teee, 2007）の構成要素である感知（sensing）の 1 つと

して説明され（e.g. Lin & Wang, 2015），さらに進化を遂げ，アダプティブケイパビリティ

の議論と紐付けられた（Kelly, Kelliher, Power, & Lynch, 2020; Mu, 2015; Mu, Bao, Sekhon, Qi, 

& Love, 2018; Ngo, Bucic, Sinha, & Lu, 2019）．アダプティブケイパビリティとは，アウト

サイドインの観点から市場の急速な変化と複雑さを油断なく包括的に捉え，それ対して

組織を継続的に適合させる能力である（Day, 2011）．営業組織と市場感知能力を関連付け

た戦略的営業研究ではこの能力の具体的な定義が明言されていないが，本論文ではアダ

プティブケイパビリティと紐付けた定義に従う．なぜなら，戦略的営業は企業側ではなく

市場側から物事を開始し，市場や顧客との交流から得た洞察を企業内にもたらすという

点でアウトサイドインの性質を持つ．さらに，市場環境や提供物の変化（Kindstrom et al., 

2015; Sheth & Sharma, 2008）や，顧客からの要求の高まり（Piercy, 2010; Piercy & Lane, 2005）

に対処するという戦略的営業への期待は，探索的情報収集や，動的で未来志向な市場感知

能力と合致している． 

 

2.3 新製品・サービス開発への顧客関与と顧客の取捨選択 

 新製品・サービス開発への顧客関与とは，新製品・サービス開発プロセスにおいて顧客

が活発に貢献することを意味する（Greer & Lei, 2012; Keszey & Biemans, 2016）．顧客は情

報源あるいは共同開発者として開発プロセスの各段階に関与する可能性が考えられる

（Chen et al., 2021; Fang, 2008; Lin & Huang, 2013）．例として，新製品についての革新的ア

イデアの提案，開発に必要な専門知識の提供，開発された製品へのフィードバックが挙げ

られる． 

顧客関与を成功裏に実現するためには，営業組織が適切な顧客を選択し（Greer & Lei, 

2012; Keszey & Biemans, 2016; Lagrosen, 2005; Petri & Jacob, 2016），企業内および企業−顧

客間の様々な軋轢を調整することが（Oinonen, Ritala, Jalkala, & Blomqvist, 2018）必要であ

る．しかしそれだけではなく，不要な関係を終結できることも重要である．なぜなら，不

要な関係の終結によってリソースを解放し，効果的に再利用できるからである（Zaefarian, 

Forkmann, Mitrega, & Henneberg, 2017）．深く密な関係はイノベーションを支持する一方で，

関係を十分に活用するために必要な集中力の持続範囲には組織的限界があるため，その

限界を超えて多数の密な関係を構築することは企業に悪影響をもたらす可能性がある

（Ford, Verreynne, & Steen, 2018）． 
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2.4 営業組織の多様性 

戦略的営業についての研究は，営業組織研究の一部である．しかし，戦略的営業への進

化について考える際には，営業組織だけでなくマーケティング組織についても言及する

必要がある．なぜなら，営業とマーケティングの関係は相互依存的で（Dewsnap & Jobber, 

2000），それぞれの役割は営業とマーケティングの間のダイナミクスに左右される（Malshe 

& Biemans, 2014）からである． 

 戦略的営業への進化が起きる前には，マーケティングが戦略策定，営業が戦略実行を担

うという分業構造があったと言われている（Homburg, Vomberg, Enke, & Grimm, 2015; 

Homburg, Workman, & Krohmer, 1999; Terho, Haas, Eggert, & Ulaga, 2012）．その従来の営業

とマーケティングに関して様々な「配置（configuration）」の存在が確認されている（Biemans 

et al., 2010; Homburg et al., 2008）．「配置」とは，営業とマーケティングの機能的分離，役

割，責任，情報共有の仕方，志向の組み合わせを意味する．従って，従来の営業から進化

した戦略的営業が単一的であるとは考えにくい．  

Homburg et al.（2008）は，5種類の配置を特定し，その中でマーケティングが高い市場

知識，営業が長期志向を持っているような 2 種類の配置が市場成果と財務成果に関して

特に優れていると主張した（図 1）．それに対して B2B 企業に限定して調査した Biemans 

et al.（2010）は，4種類の配置を示した（図 1）．ただし，彼らは進化論を唱え，営業支配

的でマーケティングとは全く統合されていない段階から，部門として確立した両者が共

同で計画から実行までの一連のプロセスに取り組む段階まで，直線的に進化すると主張

した．進化の初期段階ではマーケティングが策定した戦略が存在しないため，営業が提供

する価値に一貫性がなく，個別の顧客に強く焦点が当てられているが，マーケティングが

部門として確立するにつれ，マーケティングの策定した戦略に営業が従うようになる．最

終段階では，顧客にとっての価値のデザイン・構築・提供の全てにおいてマーケティング

と営業が協力し，市場の潜在・新興ニーズに大きな関心が払われるようになる． 

これらの配置の種類を特定した先行研究は，営業とマーケティングの従来の分業構造

を前提としており，戦略的営業の議論は取り入れていない．しかし，営業とマーケティン

グの配置が異なれば，顧客ニーズへのアプローチにも違いが生じるはずである．従って，

自社と市場の将来を見据える長期的視点を持ち，どの顧客のどのニーズに着目すると今

後の事業に大きな利益があるかを現場の知見に基づいて見極めることを目指す組織の在

り方にも多様性があるはずである．本研究は，営業組織は単一的ではないことを踏まえて，

企業がどのように戦略的営業組織を構築し，その際にどのような制約に直面するのかを

把握するためのインタビューに取り組む． 
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図 1：営業とマーケティングの配置の多様性 

 

 

3. インタビューの実施 

調査対象の企業は，IT サービス業界の中で異なる営業組織の配置を比較できるように

選択した（Palys, 2008）．また，事例を掘り下げ，深く理解することのできる柔軟性を確保

するために，非構造化インタビューを選択した（Bryman, 2016）．インタビューを行った

IT サービス企業の情報は表 1 の通りである． 

 

表 1：インタビュー実施情報 
 会社概要 事業内容（各社 HP より） 情報提供者 時間 

企業 A × 日本企業 

× 売上高シェアは日本の IT サー

ビス市場の上位 6位以内 

× 顧客数は約 6500 社 

× 技術研究，ICTコンサルティング，

ソフトウェア開発，システム・イ

ンテグレーション，ネットワーク

サービス，アウトソーシングサー

ビス 

× CEO 

× 事業戦略推進本部長 

× 2時間 

× 事業戦略推進本部長 

× 事業戦略推進本部メンバー3名 

× 2時間 

× 事業戦略推進本部メンバー3名 × 1時間 

企業 B × グローバル企業 

× 約 30年前に日本法人設立 

× 顧客数は約 9000 社 

× コンピュータソフトウェアの開

発販売，教育ならびにコンサルテ

ィング（かつてはパッケージソフ

トウェアの開発と提供が売上の 9

割を占めていたが現在は IT ソリ

ューションの開発と提供が中心） 

× CEO（日本法人） × 2時間 

× セールスエンジニア（日本法人） × 1時間 

× 営業担当者（日本法人） × 1時間 

× 新規事業開発担当者（グローバル） × 1時間 

企業 C × グローバル企業の日本法人 

× 約 35年前に日本法人設立 

× ソフトウェアおよびクラウドサ

ービス，デバイスの営業・マーケ

ティング（開発はグローバル本社

のみで行う） 

× 営業担当者 × 2時間 
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企業 D × 約 10年前に日本企業とグロー

バル企業の日本法人が統合し

現在は株式の過半数をグロー

バル企業が保有 

× 顧客数は約 300 社 

× IT サービス，コンサルティング，

ビジネスソリューション 

× イノベーションネットワーク担当者 × 2時間 

企業 E × グローバル企業 

× 約 20年前に日本法人設立 

× クラウドアプリケーションおよ

びクラウドプラットフォームの

提供 

× HR 部門 HR 開発担当者（グローバ

ル） 

× 3時間 

× CMO（日本法人） × 2時間 

× 営業担当者（日本法人） × 1時間 

 

 

4. インタビューの結果 

 本節では，市場感知能力の源泉がどこにあるか，新製品・サービス開発に関与する顧客

の取捨選択を行う基準，新製品・サービスの横展開へのアプローチについてインタビュー

の結果を整理する．表 2 では，企業の中で市場感知能力がどこに培われているのか，新製

品・サービス開発への顧客関与を主導する組織はどこか，新製品・サービスの横展開を主

に担う組織はどこかをまとめている． 

 

表 2：インタビューの結果 
 市場感知能力の源泉 顧客関与を主導する組織 横展開を担う組織 

企業 A 

× 営業組織 × 営業組織 

× 事業戦略推進本部 

× 営業組織 

× 事業戦略推進本部 

企業 B 

× CIO，CTO（新規事業開発部門） × CIO，CTO（新規事業開発部門） × 既存事業のマーケティング組織

が横展開の戦略を策定し，営業組

織が実行する 

企業 C 

× マーケティング組織 × マーケティング組織 × マーケティング組織が横展開の

戦略を策定し，営業組織が実行す

る 

企業 D 

× 営業組織 × 営業組織 × 横展開は目指さない 

企業 E 

× 営業組織 × 営業組織 × 営業組織が主導するがマーケテ

ィング組織が手厚い支援を行う 

 

 

4.1 市場感知能力の源泉 

インタビューの結果，市場感知能力の源泉が営業組織にある場合と，営業組織以外にあ

る場合の 2 つを識別することができた．第一のタイプは顧客の要望にきめ細やかに対応
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してきた背景を持つ企業 A，企業 D，企業 E であり，第二のタイプは強力なパッケージ

ソフトウェアをベストプラクティスとして市場に展開してきた背景を持つ企業 B と企業

C である． 

第一のタイプの特に企業 A と企業 D は，既製品のソフトウェアを導入する場合でも，

顧客が求めるシステムをゼロから作り出す受託開発の場合でも，顧客と接する営業担当

者やエンジニアが顧客の要望に基づいてカスタマイズを行なっていた．従って，個々の営

業担当者にどの顧客のどのニーズに着目すると今後の事業に大きな利益があるかを見極

めるために有用な知識や経験が蓄積される．企業 E の場合は，必ずしもカスタマイズは

行わないが，納入するシステムと顧客の業務が適合し，最終的に顧客の課題を解決できる

ような価値提案と納入後のフォローを強みとしていた．従って，企業 A，企業 D，企業 E

では市場感知能力の源泉が営業組織にあった． 

一方の第二のタイプでは，まず初めにマーケターとエンジニアが市場調査・企画・販売

戦略立案・開発を行い，最終的に営業が販売する．この場合，マーケターとエンジニアの

意思を汲んで効率的に販売できるように営業プロセスの精緻化・標準化が進む．企業 B で

は，営業の役割は非常に限定的で形式化されている．営業担当者の役割は，定められたフ

ローに従って担当する製品を販売することである．新製品・サービス開発に取り組む部門

は，トップマネジメント直属の組織として独立し，さらに地理的に隔離されている．これ

により，顧客との協力によって新たな価値を生み出すことに集中できる．企業 B では既

存事業の営業活動を通じて新製品・サービス開発の機会を見出すことはほとんどなく，基

本的にはチーフイノベーションオフィサー（以下 CIO）とチーフテクノロジーオフィサー

（以下 CTO）が日々行なっている顧客企業のトップマネジメントとの面会を通じて見出

している．従って，市場感知能力が培われているのは CIO や CTO などのトップマネジメ

ントである．企業 C でも，新製品・サービスを開発する場合，技術ベースで市場を見る

ことや，トレンドを把握することができるマーケティング担当者が市場のニーズを拾い，

企画をスタートさせ，最終的に世界的に標準化されたプロセスに従って営業担当者が販

売していた．従って，企業 B と企業 C では，営業組織は形式化された役割を果たしてい

るため，市場感知能力の源泉ではなかった． 

 

4.2 新製品・サービス開発に関与する顧客の取捨選択 

先行研究では，新製品・サービス開発に関与する少数の適切な顧客を選定する必要性が

指摘されていたが（Lagrosen, 2005），インタビューを通じて適切な顧客の基準が明らかに

なった．例えば企業 A の場合，第一に顧客企業の経営者が IT を通じて自社の事業に付加

価値を与えることを目指していること，第二に顧客企業から提供される業務知識が企業

A にとって有用であることが適切な顧客の基準として挙げられる． 

 企業 B では，顧客の声を取り入れながら開発を行わなければ，顧客が望むものは生み

出せないという考えに基づき，必ず顧客と共同で新製品・サービス開発に取り組んでいる．
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そのような企業 B における正しい顧客の基準は次の 2 点である．第一は，説得力のある

企業であること．つまり，その顧客がある製品・サービスを欲しいと言えば，その業界の

大抵の企業が同じものを欲しいと言うことが想像できるような企業である．通常そのよ

うな企業は業界のトップ 3 に入ることが多い．第二は，企業 B とのプロジェクトに取り

組むことが重要な新規事業開発であることを担保できるような役員クラスのリーダーが

選出されている企業であること．企業 B 側は CIO や CTO の下でリソースを集中させる

ため，顧客企業側もそれに見合う役職のリーダーとリソースを提供することを求めてい

る．加えて，企業 B の新製品・サービス開発のサイクルは短く，プロジェクトが成功し

たかどうかの判断は 3ヶ月で行う．3ヶ月の間はプロジェクトを成功させるために可能な

限りのリソースを投入するが，3ヶ月が経過して失敗と判断されれば打ち切りである． 

 企業 D においても，IT が自社の収益に大きく寄与することを理解し，広い視野を持っ

ている経営層にアプローチできるような企業だけを適切な顧客としている．そうでなけ

れば，顧客企業の経営判断や業務改革と直接関係するような大規模なニーズを見出すこ

とができないからである． 

 これらの基準は，顧客と協力して価値創造するためには，高いモチベーションと責任を

持ってプロジェクトにコミットメントする顧客が選定されるべきである（Petri & Jacob, 

2016）という先行研究の主張と一致している． 

 

4.3 新製品・サービスの横展開 

横展開とは，特定の顧客のニーズに応えるために用いた技術や製品・サービスを，他の

顧客に対しても適用することにより，単発のプロジェクトだけで終わるよりもコストを

減らし，利益を増やすことである．インタビューの結果，横展開への取り組みには複数の

タイプが存在することが分かった．特に，横展開するために価値を一般化し，似たような

ニーズを持つ顧客グループの特定を行うプロセスに注目すると，2 つのタイプに大別され

る．すなわち，営業による顧客への個別対応から出発して一般化を目指すタイプと，大き

な市場とその中のセグメントの定義から出発し，ある程度の広さを持つセグメントに対

応するように一般化された製品・サービスを個別顧客に適応させることを目指すタイプ

である． 

まず，企業 A は個別対応から出発するタイプであった．企業 A には営業担当者が自身

の豊富な経験と知識に基づいて横展開の可能性を見極め，成功に導いた事例があったが，

横展開のための体系的なプロセスを確立した訳ではなく，失敗も多く経験していた．横展

開を成功させるためには，最初のプロジェクトで新製品・サービスがもたらす価値を定義

することが重要だが，企業 A はこの点に関連して「貢献の見える化」に苦労していると

いう．顧客企業の業務のデジタル化を進めるような従来の IT サービスでは，コスト削減

の割合などの目に見える数字として IT サービス企業の貢献を表現することができた．し

かし，顧客と共にアイデア交換と開発・実験を繰り返しながら新しい製品・サービスを生



 11 

み出すようなアプローチの場合には，どの部分に IT サービス企業が貢献し，生み出され

た新しい価値とは一体何だったのかが曖昧になってしまう．顧客からの評価を得るとい

う点でも，次の顧客に横展開するという点でも「貢献の見える化」が重要な課題であると

企業 A は認識している． 

次に，企業 B と企業 C は広い市場セグメントの定義と一般化された製品・サービスか

ら出発するタイプであった．強力なパッケージソフトウェアをベストプラクティスとし

て市場に展開してきた背景を持つ企業 B と企業 C に関しては，パッケージソフトウェア

が提供する価値を繰り返し具体化・明確化してきた経験から，多数の顧客の共感を得るこ

とのできる一般化された価値を定義する能力も培われているようである．横展開の手順

としては，顧客になる見込みのある売上規模の企業リストをマーケティングが作成し，訪

問すべき顧客候補リストまで絞り込んで営業に引き渡すセールスファネルの手順が行わ

れている．製品・サービスを展開する先を検討する際に，その候補企業が製品・サービス

を使う可能性があるかどうかではなく，購買力があるかどうかを最初に判断しているよ

うである．この場合のリスクとして，個々の顧客に特有の状況を捉えておらず，結局誰の

課題も解決せず，誰のニーズも満たさない可能性がある． 

具体例として企業 B の横展開のプロセスを説明する．開発された新製品・サービスは，

既存事業を取り扱うマーケティング部門，その後営業部門に引き渡される．マーケティン

グ部門では他の事業とのシナジーを生み出したり，カニバリゼーションを回避したりす

るための戦略を策定し，営業部門が戦略に従って最終的な顧客獲得を担当する．営業の活

動は非常に細かく管理されている．例えば，フェーズごとに顧客に確認しなければならな

い事項などが決められ，それを確認しなければ次のフェーズに進むことや，セールスエン

ジニアなどの専門家の支援を受けることができない．セールスエンジニアとは，パッケー

ジソフトウェアの中のさらに細かく分けられた機能（e.g. 企業資源計画システムの中の

人事や会計）や業界（e.g. 自動車，食品）を専門的に担当する，営業担当者と技術者の中

間のような職種である．さらに，営業活動を支援するような成功事例や最新事例の整理・

共有を行う人材が豊富に存在している．企業 B では，広告塔として Web やチラシに掲載

されたり，イベントで講演をしたりしてくれる顧客の案件をリファレンスと呼んでいる．

リファレンスになる案件は，販売戦略に従って事前に定められたキーワードに合致する

ような案件であり，顧客担当営業，マーケティング担当者，運用保守担当エンジニアによ

って決められる．マーケティングと運用保守の担当者にはリファレンスを作ることが重

要業績評価指標（以下，KPI）として設けられている．この充実したリファレンスが横展

開を促進している要素のひとつである． 

企業 D に関しては，多数の顧客への横展開を目指さず，深い関係を構築することがで

き，大きな利益を生むような顧客企業だけに取引数を絞り込む方針を立てていた．今まで

取引を行ってきた顧客であっても，利益に貢献しない場合には徐々に関係を解消し，約

300 社の顧客を約 30 社まで絞り込もうとしている．少数の顧客に深く入り込み，その顧
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客内でのアップセルやクロスセルを実現することが重視される． 

企業 E に関しては，クラウドアプリケーションおよびクラウドプラットフォームの提

供という事業内容は，強力なパッケージソフトウェアを展開する企業 B と企業 C に近い

が，個別の価値創造と横展開による効率的な利益獲得の両方で成功を収めていた．企業 E

はまだ自社が十分な顧客を開拓していない業界で事例になる協力的な顧客を特定し，魅

力的な成功事例として紹介するために手厚い支援を行なっていた．横展開が成功した理

由は第一に，最初のプロジェクトで生み出された価値が何かを徹底して考え，顧客に対し

てアピールすべき価値は何かを明確化できた．第二に，最初の顧客と同じニーズグループ

の顧客にアプローチできた．第二の点については営業による顧客グループの特定だけに

留まらず，顧客が自社の成功体験を他の企業に共有して顧客を増やすことの支援も行な

った． 

 

 

5. 日本の IT サービス企業の事例 

自社と市場の将来を見据える長期的視点を持ち，どの顧客のどのニーズに着目すると

今後の事業に大きな利益があるかを現場の知見に基づいて見極めるために，市場感知能

力を備えた戦略的営業が提唱されていた（e.g. Piercy & Lane, 2010）．しかし，第 4節で示

したように，現実世界では必ずしも 1 つの組織の形態が最適解として存在する訳ではな

いことが分かった．そこで本節では，企業 A に着目し，どのように戦略的営業組織を構

築しようと試み，どのような困難に直面したのかを詳しく確認する．企業 A を選択した

理由は，営業組織が社内において強力な影響力を持ち，製品と市場の両方について豊富な

知識があるという特徴が，日本企業における典型的な営業組織（石井・嶋口, 1995; 小林・

南, 2004; 山下ら, 2012）と合致しているため，分析を通じて多くの日本企業にとって有用

な知見を得ることができる（Palys, 2008）と考えたからである． 

 

5.1 企業概要 

企業 A は日本の IT サービス企業で，売上高のシェアは日本の IT サービス市場の上位

6位以内である．50年以上前に設立された IT サービス市場においては老舗の企業で，事

業領域は技術研究，ICTコンサルティング，ソフトウェア開発，システム・インテグレー

ション，ネットワークサービス，アウトソーシングサービスと多岐に渡り，対応する顧客

数は約 6500 社で，金融機関，医療機関，製造業，地方公共団体など種類も様々である．

事業本部は顧客の産業と地域の 2 つの軸で分けられており，各事業本部内にはそれぞれ

営業部門とエンジニア部門が含まれている．各事業本部には資料作成やキャンペーンの

実施とそれに基づく顧客候補リストの作成などを行う営業のサポート部門は存在し，そ

の部門がマーケティング部門として位置付けられていたが，基本的には営業部門が強力

で，製品と市場に関して最も豊富な知識を備えていた． 
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企業 A は，顧客の要望にきめ細やかに対応してきたバックグラウンドを持ち，顧客が

求めるシステムをゼロから作り出す受託開発の事業の場合は当然だが，既製品のソフト

ウェアを導入する場合でも，顧客と接する営業担当者やエンジニアが顧客の要望に基づ

いてカスタマイズを行ってきた．過去約 50年の間には，何度もイノベーションを起こし

ている．例えば 1980年代には付加価値ネットワーク（以下，VAN）事業に参入し，食品・

日用品業界において VAN サービスを立ち上げた．1990 年代には，VAN 事業を活用して

通信カラオケサービスを立ち上げた．ソフトウェア開発の分野においても，金融機関向け

情報システムや地方公共団体向け情報システムなど，いくつかの自社開発パッケージソ

フトウェアを保有している． 

 

5.2 マーケティング的視点を営業に取り入れる必要性 

企業 A は今まで「顧客のニーズに合わせて何でもできる」ことを自社の強みと考えて

きた．しかしチーフエグゼクティブオフィサー（以下，CEO）によると，サーバや PC な

どの販売したいモノがある訳ではなく，ある程度顧客のデジタル化が完了した現在，営業

担当者は何を売るために何を顧客に訴えれば良いのか分からない状況に陥る危険がある．

そのため，今までマーケティングの機能や部門に対して懐疑的な態度を示す傾向にあっ

た営業担当者も，その危険を回避するためにマーケティングによって市場状況の適切な

理解と営業活動の指針が示されることの必要性を感じているという． 

一方で企業 A ではこれまで，営業担当者やエンジニアが自身の豊富な経験と知識に基

づいて横展開の見込みのある技術を特定し，それが大きな利益をもたらすという成功事

例を経験してきた．企業 A は多くの成功事例を生み出してきたが，体系的なプロセスが

存在している訳ではなかった．例えば，研究所の技術者から始まる新しい製品やサービス

の開発に関しては，まず初めに技術者の目線で見込みのある要素技術を開発し，営業部門

の責任者や営業担当者に対するプレゼンテーションなどの形をとって社内へ情報発信を

行う．この情報を受け取った営業部門の責任者や営業担当者の中で，自身の持つ顧客のニ

ーズや競合の動向などの市場についての情報と結び付けて，製品化の可能性を見出すこ

とができた人物がいた場合に，買い手となる顧客を探す活動に取り組み始める．あるいは，

営業担当者から始まる新しい製品やサービスの開発プロセスでは，営業担当者は自身の

扱う顧客からヒアリングした要望や課題の共通点に気付くなどの経験に基づいて新製

品・サービスの需要の仮説を立て，自身が所属する事業本部の本部長の許可を得て開発に

取り組んだり，興味を示した顧客と共に実験を行なったりする．しかし，どのプロセスを

辿ったとしても，必ずしも全てのプロジェクトで即座に利益が出るほどの横展開が可能

になる訳ではなく，1年以上経過してから成果が出た場合や，未だに成果が出ていない場

合もある．インタビュイーによると，セグメンテーション・ターゲティング・ポジショニ

ングのような基本的なマーケティング活動によって体系的に顧客関与に適した顧客の選

定と，その後の横展開の戦略を立てている場合には，成功することが多く，そうでなけれ
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ば成功するまでに非常に長い期間が掛かるか，単発のプロジェクトだけで終わってしま

う可能性が高い．実際に企業 A には，闇雲に顧客関与と横展開を試みたものの，最初の

顧客以外には見向きもされず単発で終わってしまったプロジェクトがいくつか存在した

という．研究所においても，利益を生まない技術にリソースを投入するリスクを冒す可能

性を下げるために，市場調査の結果と自社の技術的強みに基づいて戦略を立てるマーケ

ティング活動を技術開発に取り組む前に行うべきだという考え方を持つようになった． 

これらのマーケティングの必要性を感じた経験から，企業 A では 2018年 4月に事業戦

略推進本部という部門が立ち上げられた．この部門の主な役割としては，事業部や営業担

当者などの狭い視野に囚われない全体を俯瞰した分析，営業担当者が集めてきた情報を

まとめたり，研究所と営業担当者を繋いだりすることを通じた横展開しやすいソリュー

ションや要素技術の発見，各事業部が行なっているプロモーション活動の支援などを期

待されている．この部門の現在のメンバーは主に，各事業本部の営業担当者や，研究所の

技術者によって構成されている．従来の営業部門との役割の棲み分けとしては，新製品・

サービスの開発に関しては，最初に同じニーズを抱える顧客グループを特定し，どのよう

な方法で販売を行うのかを検討して戦略を立てる段階までは事業戦略推進本部の役割で

あり，その後実際にその戦略を修正しながら販売するのは営業部門の役割だと考えられ

ている．既存の製品・サービスに関しては，ある顧客で導入したものを同じ顧客でさらに

数量を増やして販売する可能性や，同じ業界の別の顧客に横展開する可能性を検討して

実行するのは営業部門の役割だと考えられている．しかし，現時点ではまだ体系的な棲み

分けはできていない段階だという． 

 

 
図 2：企業 A の組織の進化 

 

さらに，企業 A は中期経営計画の一部として，顧客とのコラボレーションや新たな事

業の創造を通じて成長を続けるために，2 つの戦略的方針を掲げている．1 つ目は製品軸
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で，顧客のニーズに先回りしたり，共通ニーズをまとめたりすることで新たなソリューシ

ョンを創造し，横展開に取り組むという方針である．2 つ目は顧客軸で，顧客内シェアを

拡大するために新たな製品・サービスの提案や，戦略パートナーに設定した顧客とのコラ

ボレーションに取り組むという方針である．この方針に基づいて KPI を新たに設定し，

横展開を見据えた個別対応に現場従業員が取り組むように管理をしている．KPI の内容と

しては例えば，新製品の開発制度の 1年間の申請件数などが挙げられる．しかし，当然の

ことながら従来の受注，売上，利益に関する数字目標も設定されている．新しいものを生

み出す取り組みの成果は即座に数字に反映されないため，既存事業と新規事業の取り組

みのバランスが問題となる．目先の数字目標達成と将来のための投資のバランスを判断

するのは，各事業本部の本部長である．彼らは役員も兼務しているため，トップマネジメ

ントが直接判断を下していることになる．営業担当者や比較的現場に近いレベルのマネ

ージャーは従来の数字目標の達成を重視してしまう可能性が高い．特に，現時点では既存

事業だけで大幅な黒字を達成している部門では新規事業の取り組みへのモチベーション

は低い．そのため，事業戦略推進本部は危機感を持つことができるような啓蒙的メッセー

ジの発信や，情報を共有したり，新しい取り組みを表彰したりするようなイベントの開催

を行なっている． 

 

5.3 顧客企業の訪問と選定 

事業戦略推進本部の設置や 2 つの戦略的方針の発表と同時期に，営業担当者の訪問先

に変化が生じている．その理由は，顧客企業の業務のデジタル化を進めるような従来の IT

サービスに対して，新たな IT サービス，すなわち，何らかの形で IT を活用して顧客の事

業に付加価値を与えるために顧客関与に取り組む IT サービスは，顧客企業の中で対応す

る人物の立場が異なるからである．従来は情報システム部門を訪問することが一般的だ

ったが，顧客関与に取り組むためには，主に次の 2 つの訪問先が一般的である．第一の訪

問先は CEO やチーフインフォメーションオフィサーである．顧客関与に適切な顧客企業

の経営者は，IT の重要性を理解し，IT によってどのように自社の事業に付加価値を与え

られるのかを検討しているような経営者である．第二の訪問先は「デジタルイノベーショ

ン推進室」や「デジタル企画部」といった名称の新設された部門である．このような部門

は多くの場合「デジタル技術を用いて何らかの事業変革に取り組まねばならない」と考え

たトップマネジメントによって設立され，従来の情報システム部門とは異なり，所属メン

バーはマーケティング，営業，経営企画の経歴を持っている． 

顧客の選定に関して，企業 A ではある顧客の業務知識を得たい場合や，ファーストユ

ーザーとして一定のリスクを背負っても顧客関与をしてもらいたい場合に，その顧客を

「アンカーテナント」に設定して赤字に近いぎりぎりの金額まで値下げし，契約を結ぶこ

とがある．契約のモデルとしては，値下げの代わりに顧客からの協力を引き出して完成し

たものを，企業 A が横展開をする権利を全面的に持つモデルと，横展開することができ
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た分だけその顧客に還元するモデルの 2 通りがある．事業本部の戦略として本部長がア

ンカーテナントに設定するかどうかの決定を下すため，この契約によって営業担当者個

人の評価が上がることはないが，横展開に成功すれば数字目標の達成という点で評価さ

れる可能性がある． 

 

5.4 工場の異常検知ソリューションの例 

企業 A は自動車用半導体・電子デバイス部品の製造販売を手がける顧客企業と共に，

AI 技術を活用した工場における異常検知ソリューションを開発・導入し，生産ラインの

無停止に向けた製造技術の確立に取り組んだ．この工場では，生産工程のほぼ全てが自動

化されており，製造装置が安定稼働を続けることが生産力の維持・向上に繋がっていた．

そのため，装置の故障に繋がる異常をいかに迅速かつ正確に検知し，対処できるかが重要

であった．このプロジェクトで生み出された価値とは，AI 技術の機械学習を活用した，

誤検知の発生率の極めて低い正確な異常検知ソリューションである．この異常検知のノ

ウハウは，他の生産ラインへの横展開が可能であり，このソリューションを導入した最初

の工場以外にも，この顧客が所有する日本国内および海外の工場へ導入が進められた． 

この例では，2段階に分けて顧客関与が行われている．第一段階は最初の異常検知ソリ

ューションの開発，第二段階は自動車用半導体・電子デバイス部品の製造販売を手がける

顧客企業への導入である．そもそも，この IT サービス企業が異常検知ソリューションの

開発に取り組んだきっかけは，長年製造業に携わってきた営業担当者が，自身の経験・知

識と，最近の AI技術および IoT技術のトレンドを踏まえて，工場で生産ラインの異常を

検知するシステムの開発が可能であり，それは非常に多くの顧客に展開できるだろうと

仮説を立てたことであった．その営業担当者は工場での実証実験に協力してくれる顧客

を見つけ，部門長の許可を得てエンジニアと共に開発に取り組んだ．しかし，実験の成果

は得られたものの，その顧客は異常検知ソリューションの最初の買い手にはならなかっ

た．その後も買い手を探し続けたが見つからず，その営業担当者は別の部門に異動してし

まった．開発から約 1年が経過した頃，自動車用半導体・電子デバイス部品の製造販売を

手がける企業から異常検知ソリューションについての問い合わせがあり，別の営業担当

者の下で商談に繋がった．偶然に買い手が見つかるまでの長期間，異常検知ソリューショ

ンのアイデアが破棄されることなく企業 A 内で保有されていたことが，この事例の重要

な成功要因である．第二段階の導入においても，顧客企業が顧客関与を通じて果たした役

割は，実験・検証のために必要なデータ等の提供やフィードバック，製造装置へのセンサ

ー取り付けのための技術的協力であった． 

 

 

6. 考察：企業 A の抱えるジレンマ 

 まず，企業 A の営業には顧客のニーズを深掘りして潜在的課題を見出せるような能力
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が培われていた．なぜなら，営業担当者は個々の顧客の要望にきめ細やかに対応してきた

バックグラウンドがあるため，外部から収集した顧客や競合などの市場に関する情報や，

内部の技術者や他部門から寄せられた情報と，それらの情報を繋いだり，顧客の要望を叶

えるために必要な登場人物を繋いだりするスキルが営業に蓄積されていたからである．

顧客のニーズを深掘りする能力があれば，顧客の事業に付加価値を与えるようなユニー

クな価値を創造することができる．この能力がなければ，ニーズの深掘りではなく，技術

的要件を満たすだけのような，本質的な課題の発見や解決はしていない，顧客にとって都

合の良い御用聞きに過ぎない存在になってしまう可能性や，生み出すソリューションが

既存の製品・サービスの延長上に留まり，革新的にならない可能性がある． 

一方で，企業 A は必ずしも横展開に成功していないことから，本論文で定義した市場

感知能力，すなわち自社のビジネスエコシステムから集めた情報に基づいて，将来の市場

の進化を予測し，新しい機会を発見する能力（Mu, 2015）が備わっているとは言えないこ

とが分かる．上述した工場の異常検知ソリューションの例では，自身の経験・知識と市場

のトレンドを踏まえ，多くの顧客に横展開できるという仮説を立てて新製品・サービス開

発への顧客関与に取り組み始めていた．このように営業が将来を見据えて新たな価値を

創造することができたという点だけを見ると，営業に市場感知能力が備わっているよう

にも見える．では，どの点が先行研究の示す戦略的営業組織に備わる市場感知能力と異な

るのだろうか． 

筆者は，価値の一般化と，似たようなニーズを持つ顧客グループの特定を行うプロセス

が違いを生んでいると考える．横展開の可能性がある顧客グループの特定は，営業によっ

て，営業の保有する顧客リストの中から選定される．これは，市場感知能力の想定する「自

社のビジネスエコシステム」や「将来の市場」よりも狭い範囲である．そのため，必ずし

も横展開が成功しないという事態に繋がる．従来の営業の狭い視野が残り，広い範囲から

顧客を取捨選択するよりも，既存顧客との長期的関係の構築，アップセルやクロスセルが

重視される．一方，多数の顧客に適用するために一般化された価値であっても，顧客への

適合度合いに関する問題が生じにくいという強みもある． 

企業 A のように，もともと顧客への個別対応に強みを持っていた企業の営業が進化し，

横展開にも注力し始める際に直面する可能性のある問題は，主に 3 点ある．第一は，短期

的数字目標の達成とのバランスの問題である．営業には短期的な数字目標があり，基本的

にはそれらの目標の達成が優先事項であるため，必ずしもすぐに成果に繋がる訳ではな

い将来の横展開の戦略・計画について検討したり，行動したりすることは後回しにされる

可能性がある．あるいは，順調に短期的な数字目標を達成している場合には，新たに横展

開が可能な価値を創造して利益を生む機会を探索する活動の必要性を営業担当者が認識

しない可能性がある．第二は，営業担当者が自分の担当する顧客の要望は全て叶えたいと

考えるために，顧客を取捨選択できない可能性がある．顧客の絞り込みができない場合，

全く横展開の可能性がない顧客の課題解決にリソースが割かれてしまい，横展開の見込
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みがある顧客の課題解決が後回しにされてしまうという問題が生じる．第三は，営業が戦

略的意思決定に関与している場合があるとはいえ，本来の営業担当者は自分の担当する

顧客については詳しいが，顧客や自社の置かれた状況に関して，全体を俯瞰して分析する

役割は担っていない．そのため，営業担当者が立てた展開可能な価値についての仮説は，

営業担当者の狭いネットワークや偏った経験の中でだけ有力であるように思える錯覚

（majority illusion）に過ぎない可能性がある． 

これらの問題への対策として有効だと考えられるのは，個別対応と横展開の取り組み

に対する指針となる戦略を策定するような役職または部門を設置することと，一連の活

動に関するリスクを営業担当者が負わないために，意思決定にトップマネジメントが関

与して後押しすることである．前者に関しては，企業 A は事業戦略推進本部を新たに設

置し，各事業本部および研究所から集められた従業員が新たな価値の創造と横展開を行

うための戦略を策定している．それらの戦略には営業に対する強制力はないが，営業はそ

の戦略に基づいて行動し，必要に応じて修正をしている．後者に関しては，企業 A では

意思決定に各事業および顧客の状況を詳しく把握している事業本部長が意思決定に関与

しており，彼らは役員も兼務しているため，トップマネジメントでもある． 

 

 

7. 結論と今後の課題 

従来の営業組織の配置には多様性があり，配置が異なれば顧客ニーズへのアプローチ

にも違いが生じる．従って，自社と市場の将来を見据える長期的視点を持ち，どの顧客の

どのニーズに着目すると今後の事業に大きな利益があるかを現場の知見に基づいて見極

めるという目標は同じでも，それを実現する市場感知能力を備えた組織の実現には必ず

しも 1 つの最適解が存在する訳ではないことが分かった．日本企業によく見られる営業

による顧客ごとのニーズの深掘りとユニークな価値創造が強みの場合には，営業が短期

的で狭い視野に囚われずに戦略的意思決定に関与できるようなサポートが必要である． 

今後は，定量的調査によって戦略的営業組織の実現形態を分類し，新製品・サービス開

発の成果や事業成果の点でどのような差があるのかを明らかにすることができる． 
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